
令和８年度第１回韮崎市障がい者施策推進協議会 

 

日 時 令和８年８月３１日（月）13：30～ 

場 所 韮崎市役所別館２階２０１会議室 

 

 

次 第 

 

1．開会 

 

2. 会長あいさつ 

 

3. 自己紹介 

 

4．議事 

⑴  第８期障がい福祉計画・第４期障がい児福祉計画の概要 

⑵  第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画目標値と達成状況 

⑶  計画策定スケジュール 

⑷  その他 

 

5．閉会 



韮崎市障がい者施策推進協議会 委員名簿 

【委嘱期間：R7.4.1～R10.3.31（3 年）】 
番号 区分 氏名 所属・役職 備考 

1 障がい者及びその家族 杉山 浩子 韮崎市心身障がい児（者）父母の会 

会長 

副会長 

2 今福 久子 韮崎市身体障害者福祉会 

会長 

 

3 障がい者の自立及び 

社会参加に関する事業

に従事する者 

栗原 信 社会福祉法人信和会 

理事長 

 

4 小泉 三重子 社会福祉法人山梨県障害者援護協会 

相談支援センターあさひテラス 

相談支援専門員 

 

5 坂本 誠 社会福祉法人八ヶ岳名水会 

障がい者就業・生活支援センター陽だまり 

センター長 

 

6 学識経験のある者 飯室 正明 社会福祉法人三井福祉会  

相談支援事業所アンダンテ 

相談支援アドバイザー 

会長 

7 梶山 礼子 医療法人韮崎東ケ丘病院 

医療相談室 精神保健福祉士 

 

8 関係行政機関の職員 堀内 彩 山梨県立あけぼの医療福祉センター 

峡北地域療育コーディネーター 

 

9  功刀 重文 社会福祉法人韮崎市社会福祉協議会 

事務局長 

 

10  庁内関係課担当者 

（事務局扱い） 

田中 亮 教育課指導主事  

11 福田 望  健康づくり課保健指導担当リーダー・保健師  

12 古屋 亜由美 長寿介護課介護支援担当リーダー・保健師  

13 小屋 理恵 こども子育て課こども相談担当リーダー・保

健師 

 

14 事務局 平賀 教人 福祉課長  

15 西海 希美 福祉課課長補佐兼障がい福祉担当リーダー  

16 金原 沙江子 福祉課障がい福祉担当主任・社会福祉士  

17 森澤 真名 福祉課障がい福祉担当主事・社会福祉士  

18 
 

清水 颯真 福祉課障がい福祉担当主事・社会福祉士  

 



資料１ 

第８期障がい福祉計画及び第４期障がい児福祉計画の策定について 

 

障がい福祉計画、障がい児福祉計画とは 

「障がい福祉計画」は障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律）第 88 条第１項、「障がい児福祉計画」は児童福祉法第 33 条の 20 に基づ

き、厚生労働大臣の定める「基本指針」に即して、主に施策の数値目標と障害福祉サービスや

障害児通所支援等の必要な見込量を３年ごとに策定する計画である。第８期障がい福祉計画

及び第４期障がい児福祉計画は、令和９年度から令和１１年度を計画年度として策定する。 

○障害者総合支援法第 88 条（抜粋） 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の

円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

 

○児童福祉法第 33 条の 20（抜粋） 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害

児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

 

計画期間 

令和６年度 

（2024） 

令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和１０年度 

（2028） 

令和１１年度 

（2029） 

 

韮崎市第６次障がい者ふれあい計画 

韮崎市第７期障がい福祉計画 

韮崎市第３期障がい児福祉計画（現計画） 

   

 

 

 

韮崎市第８期障がい福祉計画 

韮崎市第４期障がい児福祉計画 

 
 

 

 

評価・ 

計画策定 
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【計画の位置づけ】 

 

 

 

韮崎市第６次障がい者ふれあい計画 

韮崎市第７期障がい福祉計画 

韮崎市第３期障がい児福祉計画 

【関連計画】 

○高齢者福祉計画・ 
介護保険事業計画等 
市の関連計画 

 

（国）障害者基本計画 

根
拠
法 

障害者基本法 障害者総合支援法、児童福祉法 

韮崎市第７次総合計画 

韮崎市地域福祉計画 

やまなし障害児・障害者プラン２０２４ 

連携 

市の将来像の福祉面
からの実現・反映 

整合 

整合 

整合 

整合 
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資料 2 

障害福祉計画に係る国の基本指針において示されている目標数値等（抜粋） 

 ※下線部：見直し及び新規 

 

成果目標（達成すべき基本的な目標） 活動指標（目標達成に向けて定期的な状況確

認を行うべき指標） 

① 施設入所者の地域生活への移行 

見直し【地域生活移行者の増加】 

令和７年度末時点の施設入所者の6%以上が地域生

活へ移行する。         

 

見直し【施設入所者数の削減】 

令和７年度末時点の施設入所者数から5%以上削減

する。               

（都道府県・市町村） 

○ 利用者数、利用時間数 

・ 訪問系サービス（居宅介護等） 

・ 生活介護 

・ 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

・ 就労移行支援 

・ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

・ 短期入所（福祉型、医療型） 

○ 利用者数 

・ 自立生活援助 

・ 共同生活援助 

・ 地域移行支援 

・ 地域定着支援 

・ 施設入所支援 

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

見直し【精神障害者の精神病床から退院後1年以内の地

域での平均生活日数】 

令和11年度末における精神障害者の精神病床から

退院後1年以内の地域における生活日数の平均を

319.3日以上とすることを基本とする。 

 

見直し【精神病床における1年以上長期入院患者数（65

歳以上、65歳未満、新 75歳以上、新 40歳以上の認

知症である者）】 

令和11年度末の精神病床における1年以上長期入

院患者数（65歳以上、65 歳未満、新 75歳以上、新

40歳以上の認知症である者））を、国が提示する推

計式を用いて設定 

 

見直し【退院患者の精神病床への再入院率】 

・退院後90日時点の再入院率を10.3%以下とする。 

・退院後180日時点の再入院率を17.4%以下とする。 

・退院後365日時点再入院率を25.7%以下とする。 

 

（都道府県・市町村） 

 精神障害者における利用者数 

・ 地域移行支援 

・ 共同生活援助 

・ 地域定着支援 

・ 自立生活援助 

・ 自立訓練（生活訓練） 

新 短期入所 

 

（市町村） 

・保健・医療・福祉関係者による協議の場の

年間の開催回数 

・保健、医療（精神科、精神科以外の医療機

関別）、福祉、介護、当事者、家族等の関

係者ごとの参加者数 

・協議の場における目標設定及び評価の実施

回数 

 

③ 福祉施設から一般就労への移行等 

【福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加】 

見直し① 令和11年度中に就労移行支援等を通じた

一般就労への移行者数を令和６年度実績の1.31倍

以上とすることを基本。併せて、就労移行支援、就

（都道府県・市町村） 

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 

○ 就労定着支援の利用者数 
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労継続支援Ａ型及びＢ型のそれぞれに係る移行者数

の目標値を定める。 

 

見直し② 就労移行支援について、令和11年度中に

令和６年度実績の1.14倍以上とすることを基本と

する。 

 

見直し③ 就労継続支援Ａ型及びＢ型について、それ

ぞれ、令和11年度中に令和6年度実績の概ね1.52

倍以上、1.67倍以上を目指す。 

 

【職場定着率の増加】 

見直し① 就労定着支援の利用者数について、令和6

年度実績の1.47倍以上とすることを基本とする。 

 

新 就労選択支援を提供できる体制の確保に努めると

ともに協議会設置圏域ごと1事業所以上設置するこ

とを基本とする。 

 

新 就労選択支援の積極的な利用を促すため、令和

11年度の就労選択支援を利用する障害者の数を

28,000人以上とする。 

  

 

（都道府県） 

○ 障害者に対する福祉施設から公共職業安

定所に誘導した福祉施設利用者数 

○ 福祉施設から障害者就業・生活支援セン

ターに誘導した福祉施設利用者数 

○ 福祉施設利用者のうち公共職業安定所の

支援を受けて就職した者の数 

○ 障害者に対する職業訓練の受講者数 

④ 障害児支援の提供体制の整備等 

【障害児に対する重層的な地域支援体制の構築】 

見直し児童発達支援センターの中核的支援機能の確保 

 

【重症心身障害児・医療的ケア児への支援】 

見直し 令和11年度末までに、主に重症心身障害児

を支援する児童発達支援事業所及び放課後デイサー

ビス事業所を1カ所以上確保することを基本とす

る。また、地域の実情により主に重症心身障害児を

支援する児童発達支援事業所を未設置の市町村にお

いては、重症心身障害児を受け入れる体制を整備し

た児童発達支援センターをはじめとする障害児通所

支援事業所の確保であっても差し支えない。 

 

見直し 令和11年度末までに、各都道府県において

保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関が

連携を図るための協議の場に医療的ケア児支援セン

ターが参画すること及び支援を総合調整するコーデ

ィネーターの配置を基本とする。各市町村におい

て、関係機関が連携を図る協議の場を設けるととも

に、医療的ケア児等コーディネーターの配置を基本

とする。 

 

 

 

（都道府県・市町村） 

○ 利用児童数、利用日数 

・ 児童発達支援 

・ 放課後等デイサービス 

・ 保育所等訪問支援 

・ 居宅訪問型児童発達支援 

○ 利用児童数 

障害児相談支援 

○ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を

調整するコーディネーターの配置人数 
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⑤ 地域生活支援の充実 

【強度行動障害を有する者への支援体制の充実】 

見直し 令和11年度末までに、各市町村または圏域にお

いて、強度行動障害を有する者に関して、その状況や

支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援

体制の整備を進めることを基本とする。 

 

 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

新【相談支援体制の充実・強化等】 

都道府県及び市町村においてセルフプランに関する

分析等を行なうとともに、相談支援専門員の計画的な

要請等を通じて相談支援体制の充実・強化等を図るこ

とにより、令和11年度末までに、のぞまないセルフ

プランの件数をゼロにすることを基本とする。  

  

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるため取組に係る体制の構築 

【障害福祉サービスの質の向上を図るための取組に係る

体制の構築】 

見直し 令和11年度末までに、市町村においてサービ

スの質の向上を図るための取組に関する事項を実施す

る体制を構築する。  

（市町村） 

 都道府県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修の参加や都道府県が市町村職員に

対して実施する研修の参加人数 

 

 障害者自立支援審査支払等システム等での

審査結果を分析してその結果を活用し、事

業所や関係自治体等と共有する体制の有無

及びそれに基づく実施回数 

【新】高次脳機能障害者支援の一層の充実 

 （都道府県・市町村） 

○ 高次脳機能障害者支援センターの設置個

所数 

○ 高次脳機能障害者支援地域協議会の開催

回数 

○ 高次脳機能障害者支援センターにおける

支援コーディネーターの配置人数 

〇 高次脳機能障害者支援センターの相談支

援、外部機関や地域住民への研修、啓発 

発達障害者支援の一層の充実 

 （都道府県・市町村） 

○ 発達障害者支援地域協議会の開催 

○ 発達障害者支援センターによる相談支援 

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者

地域支援マネジャーの関係機関への助言、

外部機関や地域住民への研修、啓発 

〇ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 

〇ペアレントメンターの人数 

〇ピアサポートの活動への参加人数 
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度

、
R5

年
度

は
第

6期
の

た
め

目
標

値
や

指
標

が
異

な
り

ま
す

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
実

績

令
和

6年
度

か
ら

令
和

8年
度

末
ま

で
の

間
に

施
設

入
所

か
ら

地
域

生
活

に
移

行
す

る
者

の
数

と
割

合

令
和

4年
度

末
の

施
設

入
所

者
48

人
か

ら
の

減
少

数

項
目

活
動

指
標

（
R7

）
説

明
実

績

左
記

の
活

動
指

標
に

よ
り

定
期

的
に

状
況

の
確

認
を

行
う

項
目

活
動

指
標

（
R7

）
説

明
7年

度
実

績

左
記

の
活

動
指

標
に

よ
り

定
期

的
に

状
況

の
確

認
を

行
う

※
新

規
指

標

※
新

規
指

標

※
新

規
指

標

※
新

規
指

標
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4 
福

祉
施

設
か

ら
一

般
就

労
へ

の
移

行
等

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差
一

般
就

労
へ

の
移

行
者

数
（

人
）

9
5

△
 4

5
4

3
移

行
の

倍
率

（
倍

）
2.

25
1.

3
△

 1
.0

1
0.

8
0.

8
就

労
移

行
支

援
に

お
け

る
一

般
就

労
移

行
者

数
（

人
）

3
1

△
 2

3
1

0

移
行

の
倍

率
（

倍
）

-
-

-
1.

5
0.

5
-

就
労

継
続

支
援

A型
に

お
け

る
一

般
就

労
移

行
者

数
（

人
）

3
1

△
 2

2
1

3

移
行

の
倍

率
（

倍
）

1.
5

0.
5

△
 1

.0
0.

7
0.

3
1.

5
就

労
継

続
支

援
B型

に
お

け
る

一
般

就
労

移
行

者
数

（
人

）
3

3
0

0
2

0

移
行

の
倍

率
（

倍
）

1.
5

1.
5

0.
0

-
-

-
※

第
7期

計
画

と
目

標
設

定
が

異
な

り
ま

す
。

5 
就

労
移

行
支

援
事

業
所

の
事

業
所

ご
と

の
移

行
率

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差
令

和
8年

度
末

に
お

け
る

就
労

移
行

支
援

事
業

所
数

（
箇

所
）

1
就

労
移

行
支

援
事

業
所

の
数

1
1

0

そ
の

う
ち

就
労

移
行

支
援

事
業

利
用

終
了

者
の

う
ち

一
般

就
労

へ
移

行
し

た
も

の
の

割
合

が
5割

以
上

の
事

業
所

数
（

箇
所

）
1

一
般

就
労

へ
移

行
し

た
者

の
割

合
が

5割
以

上
の

事
業

所
数

0
△

 1
0

割
合

(％
)

50
割

合
が

5割
以

上
の

事
業

所
の

割
合

0.
0

△
 5

0
0.

0

6 
就

労
定

着
支

援
事

業
の

利
用

率
・

就
労

定
着

支
援

支
援

事
業

に
よ

る
就

労
定

着
率

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差
令

和
8年

度
末

に
お

け
る

就
労

定
着

支
援

事
業

利
用

者
数

（
人

）
6

就
労

定
着

支
援

事
業

の
利

用
者

数
2

△
 4

1

令
和

8年
度

末
に

お
け

る
就

労
定

着
支

援
事

業
所

数
（

箇
所

）
1

就
労

定
着

支
援

事
業

所
の

数
1

0
1

そ
の

う
ち

、
就

労
定

着
率

が
7割

以
上

の
事

業
所

数
（

箇
所

）
1

就
労

定
着

率
7割

以
上

の
事

業
所

の
数

1
0

1

割
合

(％
)

25
就

労
定

着
率

7割
以

上
の

事
業

所
の

割
合

10
0

75
10

0

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
実

績
福

祉
施

設
利

用
者

の
う

ち
一

般
就

労
へ

移
行

す
る

者
の

人
数

と
そ

の
倍

率
（

令
和

3年
度

末
4人

）

就
労

移
行

支
援

に
よ

り
一

般
就

労
へ

移
行

す
る

者
の

人
数

と
そ

の
倍

率
（

令
和

3年
度

末
0人

）

就
労

継
続

支
援

A型
か

ら
一

般
就

労
へ

移
行

す
る

者
の

人
数

と
そ

の
倍

率
（

令
和

3年
度

末
 

2人
）

就
労

継
続

支
援

B型
か

ら
一

般
就

労
へ

移
行

す
る

者
の

人
数

と
そ

の
倍

率
（

令
和

3年
度

末
 

2人
）

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
実

績

※
新

規
指

標

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
実

績

※
新

規
指

標
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○
障

が
い

福
祉

計
画

（
続

き
）

7 
相

談
支

援
体

制
の

充
実

・
強

化
4年

度
5年

度
6年

度
数

値
目

標
と

の
差

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

等
の

設
置

数
（

箇
所

）
1

障
害

の
種

別
や

各
種

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
で

き
る

総
合

的
・

専
門

的
な

相
談

支
援

体
制

の
実

施
1

0
1

1
1

9
地

域
の

相
談

支
援

事
業

者
に

対
す

る
訪

問
等

に
よ

る
専

門
的

な
指

導
・

助
言

件
数

10
1

8
9

9

10
地

域
の

相
談

支
援

事
業

者
の

人
材

育
成

の
支

援
件

数
10

0
10

10
12

12
地

域
の

相
談

機
関

と
の

連
携

強
化

の
取

り
組

み
の

実
施

回
数

12
0

12
12

12

8
個

別
事

例
の

支
援

内
容

の
検

証
の

実
施

回
数

6
△

 2
4

0
主

任
相

談
支

援
専

門
員

の
配

置
数

0
0

0

協
議

会
の

体
制

確
保

有
地

域
サ

ー
ビ

ス
基

盤
の

開
発

・
改

善
等

を
行

う
た

め
に

必
要

な
協

議
会

の
体

制
確

保
有

-
有

5
相

談
支

援
事

業
所

の
参

画
に

よ
る

事
例

検
討

実
施

回
数

4
-

2
46

協
議

会
の

参
加

事
業

者
・

機
関

数
27

-
54

5
協

議
会

の
専

門
部

会
設

置
数

4
-

5
38

協
議

会
の

専
門

部
会

の
実

施
回

数
28

-
43

8 
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

の
質

を
向

上
す

る
た

め
の

取
組

に
係

る
体

制
の

構
築

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

に
係

る
各

種
研

修
の

活
用

（
人

）
3

相
談

支
援

従
事

者
研

修
等

を
活

用
し

た
市

職
員

の
受

講
人

数
1

-
実

施
無

実
施

有
実

施
無

無
有

-
無

無
無

-
12

-
-

-
-

○
障

が
い

児
福

祉
計

画

1 
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

設
置

及
び

障
が

い
児

の
地

域
社

会
へ

の
参

加
・

包
容

（
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
）

の
推進

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差

4
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

設
置

数
（

市
町

村
も

し
く

は
圏

域
）

5
1

3
7

5

3
そ

の
う

ち
、

圏
域

で
設

置
す

る
数

4
1

3
6

4
地

域
社

会
へ

の
参

加
・

包
容

（
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
）

を
推

進
す

る
体

制
の

構
築

の
有

無
有

保
育

所
等

訪
問

支
援

の
体

制
整

備
や

、
保

育
・

教
育

施
設

な
ど

と
の

連
携

有
-

有

項
目

活
動

指
標

（
R7

）
説

明
7年

度
実

績

7年
度

地
域

の
相

談
支

援
体

制
の

強
化

（
件

・
回

）

※
新

規
指

標

協
議

会
に

お
け

る
個

別
事

例
の

検
討

を
通

じ
た

地
域

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
開

発
・

改
善

項
目

活
動

指
標

（
R7

）
説

明
7年

度
実

績

障
害

者
自

立
支

援
審

査
支

払
等

シ
ス

テ
ム

で
の

審
査

結
果

や
そ

の
分

析
結

果
を

活
用

し
た

取
り

組
み

の
実

施
（

実
施

の
有

無
・

回
）

障
害

者
自

立
支

援
審

査
支

払
等

シ
ス

テ
ム

等
で

の
審

査
結

果
を

分
析

し
て

そ
の

結
果

を
活

用
し

、
事

業
所

や
関

係
自

治
体

等
と

共
有

す
る

体
制

項
目

目
標

値
説

明
実

績

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

の
設

置
数

（
箇

所
）

※
新

規
指

標
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2 
重

症
心

身
障

害
児

を
支

援
す

る
事

業
所

の
確

保
4年

度
5年

度
6年

度
数

値
目

標
と

の
差

6
主

に
重

症
心

身
障

害
児

を
支

援
す

る
児

童
発

達
支

援
事

業
所

数
（

市
町

村
も

し
く

は
圏

域
）

13
7

1
7

8

5
そ

の
う

ち
、

圏
域

で
設

置
す

る
数

12
7

1
6

7

11
主

に
重

症
心

身
障

害
児

を
支

援
す

る
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

数
（

市
町

村
も

し
く

は
圏

域
）

12
1

3
11

15

9
そ

の
う

ち
、

圏
域

で
設

置
す

る
数

11
2

3
10

14

3 
医

療
的

ケ
ア

児
支

援
の

た
め

の
関

係
機

関
の

協
議

の
場

4年
度

5年
度

6年
度

数
値

目
標

と
の

差

保
健

、
医

療
、

障
害

福
祉

、
保

育
、

教
育

等
の

関
係

機
関

の
協

議
の

場
（

箇
所

）
1

圏
域

及
び

市
町

村
に

お
け

る
保

健
、

医
療

、
障

害
福

祉
、

保
育

、
教

育
等

の
関

係
機

関
等

が
連

携
を

図
る

た
め

の
協

議
の

場
の

設
置

状
況

1
0

1
1

1

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
数

（
人

）
1

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

、
障

が
い

児
相

談
支

援
事

業
所

に
お

け
る

、
医

療
的

ケ
ア

児
等

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
人

数
3

2
0

0
2

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
実

績

実
績

児
童

発
達

支
援

事
業

所
数

（
箇

所
）

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
数

（
箇

所
）

項
目

目
標

値
説

明
7年

度
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令
和

7年
12

月
末

日
現

在

【
計

画
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
見

込
量

】

○
障

が
い

福
祉

計
画

1 
訪

問
系

サ
ー

ビ
ス

【
参

考
】

4年
度

人
数

時
間

人
数

時
間

人
数

時
間

人
数

時
間

計
画

値
57

73
5

46
65

2
47

67
8

55
72

8
実

績
57

93
5

55
71

1
56

85
5

54
85

4
差

0
20

0
9

59
9

17
7

△
 1

12
6

計
画

値
2

95
6

25
9

6
25

9
2

95
実

績
2

11
3

3
7

2
52

2
57

差
0

18
△

 3
△

 2
52

△
 4

△
 2

07
0

△
 3

8
計

画
値

2
5

1
4

2
6

1
4

実
績

1
15

1
2

2
7

2
13

差
△

 1
10

0
△

 2
0

1
1

9
計

画
値

6
12

0
7

15
0

8
15

7
6

12
0

実
績

6
61

6
10

6
6

10
1

5
44

差
0

△
 5

9
△

 1
△

 4
4

△
 2

△
 5

6
△

 1
△

 7
6

計
画

値
0

0
0

0
0

0
0

0
実

績
0

0
0

0
0

0
0

0
差

0
0

0
0

0
0

0
0

2 
日

中
活

動
系

サ
ー

ビ
ス

4年
度

人
数

人
日

人
数

人
日

人
数

人
日

人
数

人
日

計
画

値
10

3
2,

06
5

10
5

2,
21

4
10

5
2,

21
4

10
3

2,
06

5
実

績
96

1,
92

0
10

3
1,

95
9

10
0

2,
00

2
97

1,
93

0
差

△
 7

△
 1

45
△

 2
△

 2
55

△
 5

△
 2

12
△

 6
△

 1
35

計
画

値
2

13
1

15
1

15
2

13
実

績
1

9
2

19
1

9
1

10
差

△
 1

△
 4

1
4

0
△

 6
△

 1
△

 3
計

画
値

3
62

2
38

2
38

3
61

実
績

3
63

3
60

6
96

6
12

2
差

0
1

1
22

4
58

3
61

5年
度

5年
度

6年
度

6年
度

第
6期

計
画

サ
ー

ビ
ス

の
種

類
区

分
第

7期
計

画

区
分

自
立

訓
練

（
生

活
訓

練
）

自
立

訓
練

（
機

能
訓

練
）

生
活

介
護

重
度

訪
問

介
護

同
行

援
護

行
動

援
護

重
度

障
害

者
等

包
括

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
種

類

居
宅

介
護

※
見

込
量

の
単

位
 

時
間

…
月

間
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

時
間

 
人

日
…

月
間

の
利

用
人

員
×

一
人

一
月

あ
た

り
の

平
均

利
用

日
数

 
人

数
…

月
間

の
利

用
人

数

第
7期

計
画

7年
度

7年
度

第
6期

計
画

第
7期

計
画

第
7期

計
画
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計
画

値
3

65
2

42
2

42
3

65
実

績
6

90
7

11
8

3
54

2
36

差
3

25
5

76
1

12
△

 1
△

 2
9

計
画

値
19

37
0

39
65

8
43

71
4

19
37

0
実

績
25

47
5

22
44

3
19

38
2

20
40

2
差

6
10

5
△

 1
7

△
 2

15
△

 2
4

△
 3

32
1

32
計

画
値

10
3

1,
89

8
90

1,
76

1
91

1,
79

5
10

1
1,

84
8

実
績

12
2

2,
07

4
97

1,
74

3
11

0
1,

98
8

11
7

2,
10

8
差

19
17

6
7

△
 1

8
19

19
3

16
26

0
計

画
値

2
4

6
1

実
績

1
0

1
1

差
△

 1
△

 4
△

 5
0

計
画

値
6

6
7

6
実

績
5

6
5

5
差

△
 1

0
△

 2
△

 1
計

画
値

18
18

4
26

24
2

27
25

2
18

18
4

実
績

19
13

3
18

18
4

21
23

6
26

26
0

差
1

△
 5

1
△

 8
△

 5
8

△
 6

△
 1

6
8

76
計

画
値

2
11

4
40

4
40

2
11

実
績

3
27

2
11

2
20

3
20

差
1

16
△

 2
△

 2
9

△
 2

△
 2

0
1

9
3 

居
住

系
サ

ー
ビ

ス
第

6期
計

画
4年

度
人

数
人

日
人

数
人

日
人

数
人

日
人

数
人

日
計

画
値

1
6

8
1

実
績

1
1

2
1

差
0

△
 5

△
 6

0
計

画
値

38
32

33
36

実
績

48
32

35
41

差
10

0
2

5
計

画
値

45
49

48
45

実
績

44
48

45
43

差
△

 1
△

 1
△

 3
△

 26年
度

第
7期

計
画

5年
度

施
設

入
所

支
援

短
期

入
所

（
医

療
型

）

区
分

第
7期

計
画

サ
ー

ビ
ス

の
種

類

自
立

生
活

援
助

共
同

生
活

援
助

短
期

入
所

（
福

祉
型

）

療
養

介
護

就
労

定
着

支
援

就
労

継
続

支
援

（
Ｂ

型
）

就
労

継
続

支
援

（
Ａ

型
）

就
労

移
行

支
援

7年
度
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4 
相

談
支

援

人
数

人
日

人
数

人
日

人
数

人
日

人
数

人
日

計
画

値
10

5
12

0
13

8
10

0
実

績
11

0
96

97
10

8
無

5
△

 2
4

△
 4

1
8

計
画

値
3

1
2

3
実

績
1

4
5

6
差

△
 2

3
3

3
計

画
値

7
7

8
7

実
績

6
6

6
7

差
△

 1
△

 1
△

 2
0

○
障

が
い

児
福

祉
計

画
1 

障
害

児
通

所
支

援

人
数

人
日

※
参

考
値

人
数

人
日

人
数

人
日

人
数

人
日

計
画

値
25

27
0

25
29

8
28

32
5

24
26

0
実

績
28

31
6

22
22

3
25

27
5

26
28

6
差

3
46

△
 3

△
 7

5
△

 3
△

 5
0

2
26

1
12

1
15

0
3

1
9

△
 1

△
 9

0
△

 6
計

画
値

69
75

0
39

48
8

40
56

0
64

72
0

実
績

87
1,

04
4

55
65

8
70

83
7

80
96

1
差

18
29

4
16

17
0

30
27

7
16

24
1

計
画

値
22

22
14

16
18

21
20

20
実

績
30

15
15

19
19

25
25

差
8

△
 2

2
1

△
 1

1
△

 2
5

5
計

画
値

0
0

0
0

0
0

0
0

実
績

0
0

0
0

0
0

0
0

差
0

0
0

0
0

0
0

0
計

画
値

33
25

29
29

実
績

40
24

30
35

差
7

△
 1

1
6

※
第

7期
計

画
か

ら
、

児
童

発
達

支
援

と
医

療
型

児
童

発
達

支
援

は
区

別
せ

ず
集

計
と

な
る

。

6年
度

第
7期

計
画

第
6期

計
画

第
7期

計
画

第
6期

計
画

5年
度

6年
度

5年
度

サ
ー

ビ
ス

の
種

類

計
画

相
談

支
援

地
域

移
行

支
援

地
域

定
着

支
援

区
分

第
7期

計
画

7年
度

障
害

児
相

談
支

援

児
童

発
達

支
援

・
医

療
型

児
童

発
達

支
援

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

保
育

所
等

訪
問

支
援

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援

サ
ー

ビ
ス

の
種

類
区

分
第

7期
計

画
7年

度

児
童

発
達

支
援

医
療

型
児

童
発

達
支

援

4年
度

4年
度
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【
地

域
生

活
支

援
事

業
見

込
量

に
対

す
る

実
績

】
○

必
須

事
業

【
参

考
】

第
７

期
計

画
第

７
期

計
画

7年
度

4年
度

5年
度

6年
度

計
画

値
有

有
有

有
実

績
有

有
有

有
計

画
値

有
有

有
有

実
績

有
有

有
有

計
画

値
6

4
5

6
実

績
6

6
6

6
計

画
値

0
0

0
0

実
績

0
0

0
0

計
画

値
2

0
1

2
実

績
2

2
2

2
計

画
値

有
有

有
有

実
績

有
有

有
有

計
画

値
有

有
有

有
実

績
有

有
有

有
計

画
値

0
0

0
0

実
績

0
0

0
0

計
画

値
5

2
2

5
実

績
1

2
4

4
計

画
値

有
有

有
有

実
績

有
有

有
有

計
画

値
有

有
有

有
実

績
有

有
有

有
計

画
値

18
0

17
0

18
0

17
0

実
績

13
7

20
4

16
4

16
2

計
画

値
1

1
1

1
実

績
0

0
0

0
 

第
6期

計
画

手
話

通
訳

者
派

遣
事

業

要
約

筆
記

者
派

遣
事

業
件件

実
施

の
有

無
手

話
通

訳
者

設
置

事
業

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

等
機

能
強

化
事

業

相
談

支
援

事
業

単
位

実
施

の
有

無
実

施
の

有
無

自
発

的
活

動
支

援
事

業

理
解

促
進

研
修

・
啓

発
事

業

事
業

の
種

類

意
思

疎
通

支
援

事
業

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所

実
施

の
有

無 件

成
年

後
見

制
度

利
用

支
援

事
業

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

設
置

数

実
施

の
有

無

指
定

一
般

相
談

支
援

事
業

区
分

成
年

後
見

制
度

法
人

後
見

支
援

事
業

件
実

施
の

有
無

住
宅

入
居

等
支

援
事

業
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○
必

須
事

業
（

続
き

）

第
7期

計
画

第
6期

計
画

第
7期

計
画

7年
度

4年
度

5年
度

6年
度

計
画

値
3

2
2

3
実

績
1

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

5
0

0
計

画
値

5
2

2
4

実
績

4
4

3
6

計
画

値
2

2
2

2
実

績
1

1
6

4
計

画
値

12
28

28
10

実
績

8
4

7
8

計
画

値
55

0
57

0
57

0
55

0
実

績
52

0
58

6
59

0
54

7
計

画
値

2
2

2
2

実
績

1
2

3
0

計
画

値
有

有
有

有
実

績
有

有
有

有
計

画
値

17
15

16
16

実
績

15
15

16
16

計
画

値
78

98
10

0
75

実
績

30
51

49
47

計
画

値
2,

40
0

2,
29

6
2,

31
5

2,
40

0
実

績
1,

67
3

1,
75

9
2,

11
8

1,
84

5

計
画

値
2

2
2

2
実

績
2

2
2

2
計

画
値

11
13

14
10

実
績

8
8

11
9

計
画

値
4

4
4

4
実

績
4

4
4

4
計

画
値

6
8

9
5

実
績

3
4

3
2

市
内

事
業

所

市
外

事
業

所

事
業

所
数

人
数

事
業

所
数

人
数

移
動

支
援

事
業

事
業

所
数

人
数

時
間

地
域

活
動

支
援

セ
ン

タ
ー

件

住
宅

改
修

費
件

手
話

奉
仕

員
養

成
研

修
事

業
実

施
の

有
無

排
泄

管
理

支
援

用
具

情
報

・
意

思
疎

通
支

援
用

具
件

事
業

の
種

類
区

分
単

位 件

自
立

生
活

支
援

用
具

件

在
宅

療
養

等
支

援
用

具
件

日
常

生
活

用
具

給
付

等
事

業

介
護

・
訓

練
支

援
用

具
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○
任

意
事

業

第
7期

計
画

第
6期

計
画

第
7期

計
画

7年
度

4年
度

5年
度

6年
度

計
画

値
33

26
27

32
実

績
33

31
31

36
計

画
値

95
86

88
90

実
績

72
84

88
91

計
画

値
9,

65
0

9,
90

5
9,

92
4

9,
65

0
実

績
4,

42
0

8,
95

3
13

,3
03

6,
70

4
計

画
値

6
13

13
6

実
績

2
7

5
3

声
の

広
報

事
業

人
数

事
業

の
種

類
区

分
単

位

日
中

一
時

支
援

事
業

事
業

所
数

人
数

時
間
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資
料
4

年
度

月
４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

障
が

い
者

施
策

推
進

協
議
会

事
務

局
事
務

自
立

支
援

協
議
会

素
案

・
案

の
作
成

県
の

動
き

障
が
い
福
祉
計
画
・
障
が
い
児
福
祉
計
画
策
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

R
8
年

度

○
市

町
村
ヒ
ア
リ
ン
グ

○
県

の
計

画
の

素
案

確
定

○
市

町
村

成
果

目
標
・
サ
ー
ビ
ス
見

込
量
確

第
１
回

第
２
回

第
２
回

通
知

第
１
回

通
知

第
３
回

通
知

・
計

画
策
定
に
つ
い
て

・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

・
現

計
画
の

進
捗

状
況

・
計

画
素
案

・
計

画
（
案

）
校

正

基
本

的
事

項
の

確
認

・
現

計
画

の
内

容
確
認

・
策

定
方

針
・
工

程
の

検
討

市
町
村

成
果

目
標
・
サ
ー
ビ
ス
見

込
量

調
査
（
県

提
出
）

計
画

素
案

作
成

計
画
（
案
）
校
正

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
実
施

計
画

案
を

随
時

校
正

計
画

書
作
成

県
に
報
告

◎
協

議
会

本
会

◎
協

議
会

本
会

○
市

町
村

説
明
会

第
３
回

・
計

画
承

認
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韮崎市障がい者施策推進協議会条例 

 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号。次条において「法」という

。）第３６条第４項の規定に基づき、韮崎市障がい者施策推進協議会（以下

「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会が所掌する事務は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 法第１１条第３項に規定する市町村障害者計画に関し、同条第６項（同

条第９項において準用する場合を含む。）の規定により、市長に意見を述

べること。 

⑵ 本市における障がい者（法第２条第１号に規定する障害者をいう。次号

及び第４条において同じ。）に関する施策の総合的かつ計画的な推進につ

いて必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。 

⑶ 本市における障がい者に関する施策の推進について必要な関係行政機関

相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。 

⑷ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第８８条第１項に規定する市町村障害福祉計画に関

し、同条第１０項の規定により、市長に意見を述べること。 

⑸ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の２０第１項に規定

する市町村障害児福祉計画に関し、同条第１０項の規定により、市長に意

見を述べること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１３人以内をもって組織する。 

 （委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 障がい者及びその家族 

⑵ 障がい者の自立及び社会参加に関する事業に従事する者 

⑶ 学識経験のある者 

⑷ 関係行政機関の職員 
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⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長１人及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは

、議長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見若

しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が協議会に諮って定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （会議招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、会長を定める前に招集する会議は、市

長が招集する。 
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